市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 等 ( 令 和 2 年 9 月 ) 


令 和 2 年 10 月 15 日 現在 
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= | 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対 
2| 凍 平 市 し 地方 税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
【 件 名 】「 少 人 数 学級 」 の 実現 を 求め る 意見 書 




















現在 、 コ ロナ 袖 の 中 で 、 子 ども も 学校 も 多く の 不安 と 心配 を 抱え て お り 、 学 校 教 育 現 場 
で も 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 防止 対策 で 、 身 体 的 距離 の 確保 が 重要 と な っ て いる 。 し か 
し 、40 人 学級 の 教室 で は 子供 た ちの 身体 的 距離 が と れず 、「 密 集 状態 」、 と な っ て お り 、 こ 
れ を 避け る た め に は 20 人 前 後 の 少 人 数 学級 に する こと が 必要 で ある 。 も と も と 学校 は 一 人 
一 人 の 子ども と じっくり 向き 合い 、 悩み に 耳 を 傾け 、 個別 の 指導 を する こと が 大 切 で あり 、 
これ まで も 現場 か ら は 、40 人 学級 で は な く 少 人 数 学級 実現 の 要望 が 強く 出さ れ て きた 。 日 
本 教育 学会 は 以前 か ら 20 人 前 後 の 少 人 数 学級 が 望ま し いと いう 見 解 を 示し て いた が 、 コ 
ナ 補 で 十分 な 教育 を 保障 する た め に は 、 教員 を 10 万 人 増やす こと と 、 抜本 的 な 教育 予算 の 
増額 を 提案 し て いる 。 
今年 7 月 3 日 に は 、 全 国 知事 会 ・ 全 国 市 長 会 ・ 全 国 町 村 会 は 連名 で 、 政 府 に 対し 「 少 人 
数 編成 を 可能 と する 教員 の 確保 」 を 要望 し て いる 。 ま た 、7 月 17 日 に 開 議 決定 され た 「 骨 
太 方 針 2020」 で は 、「 少 人 数 に よる きめ 細か な 指導 体制 の 計画 的 整備 の 検討 を 提起 する 。」 
と し て いる 。 
来年 度 予算 編成 に あたっ て 、 少 人 数 学級 に 踏み 出す 予算 措置 を 実現 する こと が 、 教 育 関 
係 者 の 強い 要望 で や る 。 こ うし た 状況 を 踏ま ほえ て 、 次 の 措置 を 講ず る こと を 強く 求め る 。 
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「 安 心 ・ 安 全 で 、 ゆ き と ど いた 教育 実現 に つなが る 小学 校 、 中 学校 、 高 校 の 少 人 数 学級 」 
を 速やか に 実現 する た め 、 必 要 な 措置 を 講ず る こと 。 












































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 総務 大 臣 
財務 大 臣 経済 産業 大 臣 経済 再生 担当 大 臣 
まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 担 当 大 臣 
【 件 名 】 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対し 地方 
税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 











新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 が 世界 的 に 墓 延 し 、 わ が 国 は 、 戦 後 最大 の 経済 危機 に 直面 し 
て いる 。 地域 経済 に も 大 き な 影 響 が 及び 、 本 年 度 は も と より 来年 度 に お いて も 、 地 方 税 ・ 
地方 交付 税 な ど 一 般 財 源 の 激減 が 避け が た く な っ て いる 。 

地方 自治 体 で は 、 医 療 介 護 、 子 育て 、 地 域 の 防災 ・ 減 災 、 雇 用 の 確保 な ど 喫 忠 の 財政 需 
要 へ の 対応 は じ め 、 長期 化す る 感染 症 対策 に も 人 迫 ら れ 、 地方 財政 は 巨額 の 財政 不足 を 生じ 、 
これ まで に な い 厳 し い 状況 に 陥る こと が 予想 され る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 令 和 3 年 度 地 方 財政 対策 及び 地方 税制 改正 に 向け 、 下 記事 項 を 
確実 に 実現 され る よう 、 強 く 要 望 する 。 
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1 地方 の 安定 的 な 財政 運営 に 必要 な 地方 税 、 地 方 交付 税 な どの 一 般 財源 総額 を 確保 する 
こと 。 そ の 際 、 了 臨時 財政 対策 債 が 果 積 する こと の な いよ う 、 発 行 額 の 縮減 に 努め る と と 
も に 、 償 選べ 財源 を 確保 する こと 。 

2 地方 交付 税 に つい て は 、 引 き 続 き 財 源 保障 機能 と 財源 
で きる よう 総額 を 確保 する こと 。 

3 令 和 2 年 度 の 地方 税収 が 大 幅 に 減収 と な る こと が 予想 され る こと か ら 、 思 い 切 っ た 減 
収 補填 措置 を 講じ る と と も に 、 減 収 補填 債 の 対象 と な る 税目 に つい て も 、 地 方 消費 税 を 
含め 弾力 的 に 対応 する こと 。 

4 税源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地方 税 体系 の 構築 に 努め る と と も に 、 国 税 ・ 
地方 税 の 政策 税制 に つい て は 、 積 極 的 な 整理 合理 化 を 図り 、 新 設 ・ 拡 充 ・ 継 続 に 当たっ 
て は 、 有 効 性 ・ 緊 急性 を 厳格 に 判断 する こと 。 

5 と り わ け 、 固 定 資 産 税 は 、 市 町 村 の 極め て 重要 な 基幹 税 で あり 、 MM に 影響 す 
る 見 直し は 、 土 地 ・ 家 屋 ・ 償 却 資 産 を 問わ ず 、 了 断じて 行 わな いこ と 。 先 の 緊急 経済 対策 
と し て 講じ た 特例 措置 は 、 了 臨時 ・ 異 例 の 措置 と し て 、 や む を 得 RM 本 
来 国庫 補助 金 な ど に より 対応 すべ きも の で ある 。 よ っ て 、 今 回 限り の 措置 と し 、 期 限 の 
到来 を も っ て 確実 に 終了 する こと 。 













































































骨 整 機能 の 両機 能 が 適切 に 発揮 


k= 








































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 




















